
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

静岡県議会２月定例会は 2/17 から 3/16 まで開催されました。過去最大となる令和８年度当初

予算などを議決したほか、「２０４０基本指針」「中期財政計画工程表」「定員適正化計画」などが議論

されました。私からは、行政経営だけでなく、静岡県全体の“地域経営”が重要と意見を述べました。 

令和８年度一般会計当初予算 

令和８年度一般会計当初予算は

+３．０％の１兆４，１４１億円（前年

度比＋４１８億円）と過去最大にな

りました。 

県サイトに詳しい資料

が出ていますのでＱＲコ

ードからご覧ください。 

〇歳入 

県税収入は+１．１％の５，４２０億円（+６０

億円）。県税の中心となる法人二税は、企業収

益の増により+１４０億円。個人県民税+５３億

円、地方消費税＋７２億円など堅調に増えてい

ます。 

一方、軽油引取税の暫定税率廃止や自動車

税環境性能割の廃止により▲２３０億円の減収

が見込まれています。減収分は国が責任をも

って補てんするとされており交付金で措置さ

れる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税は+１５％の２，１３５億円（＋２７

８億円）。地方財政対策として「地域未来基金」

の創設原資１２０億円が大幅に増えています。 

また臨時財政対策債の発行はゼロとなりま

す。県債は▲１３．６％の８４０億円（▲１３２億

円）と減っています。 

〇歳出 

義務的経費は＋４．８％の６，９０４億円（+３

１９億円）。人件費（+１４７億円）、社会保障関係

費（＋９９億円）、公債費（+７６億円）など財政

の硬直化が止まりません。 

投資的経費は▲６．８％の１，８２８億円（▲１

３３億円）。一見減って見えますが、補正予算で

３３５億円計上しており総額は確保しています。 

事業は新たに策定した総合計画「しずおかウ

ェルビーイングプラン」に基づき組み立てられ

ています（裏面）。 

〇県債残高 

令和７年度末⇒令和８年度末の県債残高は

次のとおり見込んでいます。 

通常債１兆６，１９６億円⇒１兆５，９６０億円 ▲２３６億円 

臨時財政対策債１兆３３９億円⇒９，７０６億円▲６３３億円 

〇資金手当債 

近年の“自転車操業”を象徴する資金手当債

（赤字地方債）の発行は、令和６年度７０億円⇒

令和７年度８０億円⇒令和８年度５０億円を見

込んでいます。自転車操業は続きます。一層の

歳入・歳出の見直しが必要です。 
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【当初予算概要】 

 

 

 

【当初予算編成・   

組織改正の概要】 

中期財政計画工程表

と定員適正化計画は

この資料巻末に掲載

されています 

 



令和 7 年度補正予算 

①先議分 

国の補正予算に呼応し、１２月定例会ですで

に１７０億円の補正予算を組んでいましたが、

さらに今回５８２億円を物価高・国土強靭化対

策として計上しました。早期の事業実施に向け

2/17 の開会日に可決しました。 

②通常審査分 

税収や地方交付税の上振れに伴い、基金の

取崩しが▲３６４億円減りました。昨年度当初

はトランプ関税の影響による減収が懸念され

ていましたが、結果的に本県経済への影響は

思ったほどなく、財政悪化は軽減されました。

一方、今年度も中東情勢など予断を許さぬ状

況が続きます。引き続き財政健全化への努力

が求められます。 

しずおかウェルビーイングプラン 

県は新総合計画「しずおかウェルビーイング

プラン」を公表しました。「１未来を創る力」、「２

豊かな暮らし」、「３県民の安心」をベースに、細

目として「1-1 産業、1-2 環境・エネルギー、1-

3 観光・交流・インフラ」、「2-1 こども・教育、

2-2健康福祉、2-3くらし・文化」、「3-1防災・

安全」を掲げています。 

またこれらの政策を支える

土台に「行政経営」を据えまし

た。 

私からは、わかりやすい情

報発信と進捗評価を求めまし

た。 

２０４０基本指針 

２０４０年、人口３１２万人

の静岡県を想定し、医療や介

護、交通やインフラなど１２の

政策分野の将来像を描き、バ

ックキャスティングによる政

策推進の方向性を示しました。 

 

中期財政計画工程表 

今後の行財政改革の目標として、令和１０年

度までに「資金手当債の発行ゼロ」、「通常債残

高３００億円削減」を掲げ、令和１６年度には「通

常債残高を令和６年度比で１０００億円削減」「財

政調整用基金残高５００億円確保」としています。 

実現に向けた具体的取組として、「人件費」「フ

ァシリティマネジメント（FM）」「投資的経費」「そ

の他」の４区分を設定。ＦＭでは令和８年度中に

１９３の県有施設についてあり方の方向性を公

表するとしました。 

 

定員適正化計画 

今後の人口減少を見据え、県は職員適正化の

目標を示しました。職員が減っても、事業の見直

しやデジタル技術の活用、官民連携、組織運営

体制の再構築などにより、行政サービスの水準

は維持・向上するとしています。（R7⇒R10⇒R22） 

〇知事部局 

6,053⇒6,003⇒5,453（▲６００人、▲10％） 

〇教育委員会  

19,347⇒18,847⇒15,347（▲4,000 人、▲20.7％） 

 

 

 

遠州灘海浜公園（篠原地区）整備の方向性 

康友知事は本会議の答弁で、篠原地区で整備を計画している野球場について、行政負担について

は草薙球場相当、民間投資の検討期限を令和 10 年度末までにするとの方針を示しました。現在、県

と浜松市の間で協議会が進められていますが、民間事業者との連携を急ぐ必要があります。 

【静岡県総合計画】 

 

【2040 基本指針】 

 


